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1 . はじめに 

本研究は従来の 生産のための 科学技術が支えてきた 大量生産、 大量消費、 大量廃棄がはたし 

て 生活者にとって 望ましい豊かさであ り、 環境調和型の 地球規模でのアメニティであ るのか、 
また今後の成長はいかにあ るべきかという 問題に対し、 未利用エネルギⅠ自然エネルギー 

( 未利用自然 ェ ネルギⅡ利用の 局面で新たな 発想の転換を 指向し、 未利用自然エネルギ 一の 

利用可能性について 検討している。 
本大会において 報告した成果Ⅱ ， ] の一つとしてエネルギー 密度の低い自然エネルギ 一におい 

ても、 その利用者の 便益を考慮した 地域分散型システムを 構築することにより、 経済，性を有す 
る 利用システムが 十分に機能することが 認識できた。 しかしながら 現状では、 地域分散型の 未 

利用自然エネルギー 利用システムの 構築を進めるための 十分な情報が 提供されていない。 
今回は、 未利用自然エネルギーをエネルギー 活用事業に資することのできる 望ましい姿にっ 

い て検討する。 

2. 未利用自然エネルギー 利用のための 科学技術の位置づけ 

人間の諸活動という 多様性を理解するための 基準となる視点として、 科学技術を通じて 価値 

あ る人工物を生産し、 またそ 
経 

れを 使 6 行為において 補完性 [ 生活社会系科学技術 ]  大 A 瞠 [ 産業系科学技術 ] 

を 矛盾なく説明できる 枠組み 

を見ぃ 出すことを 杉 這子してき た 。 その条件を満たすも 

のは、 人工物を生産すること 

により利益の 有無を示す「 経 

済 ， 性 」と人工物を 利用する 生 

店者のマスとしての 数の大小 

を 示す「社会性」の 二つの 組 
み 合わせであ ることが認識で 

きた ( 図 1)  。 その考えの 根 市場の特性 

底 に存在する思想は、 科学技 
術 という一つの 普遍，性のあ る 

対象を生産の 立場で捉えるか、 ， - ズ 0 局在 ィ 」 

ための 

金性 

大 

また利用する 立場で捉えるか 

という相対，性であ る。 図 1 産業系科学技術と 生活社会系科学技術の 位置づけ 
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生産の立場での 産業系科学技術は 実体としての 人工物の生産を 促進し、 その人工物が 市場を 

通じて消費者の 手元に い きわたることを 生活の豊かさであ るとしてきた。 しかし、 物質文明の 

定着はその代償として 人口及び生産基盤の 集中とその現象に 起因する自然環境の 汚染と破壊を 

引き起こし、 成長の限界が 問われることになったのであ る。 

科学技術が経済社会を 牽引する主体であ ることは以前にも 増して重要視されている。 しかし、 

科学技術のパラダイムは 大きく転換している。 すな ね ち、 地球環境の保全、 エネルギ一の 効率 

的 利用等に視点を 定めた持続的成長が 科学技術に課せられた 経済的、 社会的な使命となって い 

る 。 

この科学技術のパラダイムシフトとは 科学技術の客体が 生産のみならず、 日常の生活にお い 

て 利用する局面にまで 及ぶことであ る。 生活社会系科学技術の 基本的な考え 方はここに存在し、 

生活者の多様な 活動と科学技術の 関係を理解することであ る。 この概念は前掲の 図 1 における 

三つのドメインに よ り視覚化している。 

本研究は係る 認識に基づき、 「科学技術を 利用する」ということを 未利用自然エネルギ 一の 

利用という実例を 取り上げたものであ ると共に、 生活社会系科学技術の 概念を一層明確にする 

ことをねらいとしている。 

3. 未利用自然エネルギー 利用のための 視点 

未利用自然エネルギ 一に よ る発電システムは、 既存の火力、 原子力発電と 比較して、 ェ ネル 

ギ一 密度の低いエネルギーを 利用するため、 大規模集中型供給システムとして 捉えるより、 む 

しろ地域 苧 性の上に立った 地域分散型のエネルギー 利用システムとして 位置づける必要があ る。 

しかし、 現在のところ、 そのような位置づけがなされておらず、 単なる代替エネルギーとして 

位置づけられている。 すなわち今後のエネルギー 利用の局面で 単にエネルギー 源を変更すると 

言う論議だけでは、 地球的規模でのエントロピー 増大に対する 解決には何ら 貢献しないことに 

なる。 

また既存の価値観における 生産性は、 生産単位当たりの 速度で定義されている。 しかしなが 

ら、 今後の生産性は 熱力学的尺度で 考え、 生産単位当たりの 速度ではなく、 生産単位当たりで 

生じた ェ ントロピ一の 量に基づいて 算出するという 考え方が次第に 社会に受容されるべきであ 

るということが 生活社会系科学技術の 含意であ る。 人間の諸活動によって ェ ネルギ一の消費が 

高まるたびに、 エントロピーが 増大し製品の 価値が減じて 環境負荷が高まることになる。 従っ 

て 、 生産性を従来の 産業の視点で 生産単位当たりの 速度で測っていく 限り、 資源を経済的価値 

のあ るものに転換するために 無駄なエネルギーを 消費してしまうことになる。 こうのような 過 

程で増大したエントロピーは 最終的に社会費用という 形で支払うことになる。 現在、 既存の資 

源・ ェ ネルギ一基盤が 崩れ始め、 さらに過去の 経済活動による ェ ントロピ一の 蓄積が社会シス 

テム の吸収能力を 上回りっ っ あ り、 従来の生産システムは、 環境負荷などに 対する外部不経済 

を内部化あ るいはその発生を 未然に防止するためのシステムを 内在させているに 過ぎず、 地球 

という極めて 大きな生態系 ( システム ) と自らとを分離した 不十分なシステムであ るというこ 

とについての 視点が欠けている。 すな ね ち、 使用可能な資源 や エネルギーを 自然の再生速度以 

上に枯渇し、 社会に対する 供給費用を増加させる 問題を十分認識していない。 
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ここで、 化石工ネルギ 一の利用に 26 温室効果ガスの 排出に着目し、 大気という社会共通資 

本の価値の低減を 将来の化石工ネルギ 一の利用に伴う 環境負荷に対する 社会費用として 試算し 

た ( 表 1) 。 社会的共通資本は 生活者 表 1 我が国の一次エネルギー 供給構成の見通しと 

0 基本的権 利に重要な関わりをもっ サ 二酸化炭素排出による 社会 穏 用の予測 

一 ビスを生み出すという 点で、 その 管 19 ㏄年 2 ㏄ 0 年 201[@ 年 203(@ 年 2050 年 

( 実紙 )  (%)*  (%)*  (%) (%) 
理 に関しては一般の 希少資源とは 異な   
った 基準に基づいて 管理を委ねられて 天然ガス 10.1 10.9 12.2 20   

いる。 こうした社会機構の 信託の責任 百 石油 灰 m 
16.6 17.5 15.7     20 

58.3 5 Ⅰ・ 3 45.3       

の 概念は、 温室効果ガスの 排出 [ Ⅱを 化石工ネルギー 85.0 79.7  73.2  ㏄ 50 

はじめ核廃棄物の 処理 [5, 田など様々な                                   (1.4%) (1.1%) (0.8%) (0.5%) 

社会費用に共通するものであ り、 ェネ 社会 櫃円 荻用ヤ 
85. ㏄ 0  130. ㏄ 0  180.0 ㏄ " 。 刀 。 。 "0 ，仇め 

ルギー利用の 局面で今後ますます 重要 ， : 飴ェネ " ギ -% 硅卸ェネ " ギ -* 糊 汚し る。 呼磁 牛山月 ) 『 よ 

  

になるものと 考えられる。 2.0 あ -3.5 あ で推移するものと 想定して試算した。 

未利用自然エネルギー 利用技術の開 
化石燃料の単位当たりの C02 発生Ⅰは㎎ A.ORAU 試算テークを 用いた。 

発は 、 現在個々の技術開発が 実施されているレベルにあ り、 複合利用に よ る利用技術と 普及の 

施策は研究が 開始されたばかりであ る。 

自然エネルギー 利用技術の社会的な 受容性は、 太陽光発電を 例に挙げると、 その普及は電卓 

などの消費電力の 小さな装置の 電源として乾電池に 取って替わることから 始まり、 屋外の時計 

台の電源、 腕時計の電源へと 広がり、 また ヰ咀 DO 、 地方自治体によるデモンストレーション プ 

ラントの建設などで 具体的に展開している。 
この段階で、 太陽光発電は 大型太陽光発電施設と 住宅への小型施設への 利用の二つの 場合に 

分けた開発利用を 推進、 合わせて余剰電力の 電力会社による 買取システム、 利用者ニーズに 沿っ 

た住宅用太陽光発電装置の 開発を推進することなど 普及に対して 具体的な施策が 行われている。 

また、 メーカー側もその 需要に対し、 多くの企業が 参画し低コスト 化、 高出力化に向けて 装置 

の開発に取り 組んでいろ。 

しかし、 大型太陽光発電システムについては、 電力会社等が 展示用に設置している 場合が多 

く、 この ょう な傾向は風力発電、 波力発電などについても 同様の傾向が 見られ、 社会普及が達 

成 できる環境が 整っているとは 言えない。 

その理由は導入に 際して、 利用者の論理に 立脚した供給システムが 指向されず、 産業側の視 

点からは利益が 生じない場合が 多く 、 逆に設備投資によるコスト 増になるからであ る。 その解 

決のためには 近隣の地域において 電気や熱などの 形でつくられたエネルギーをお 互いに融通し、 

その地域全体のエネルギー 使用量をバランスさせることが 大切になる。 すな ね ち、 利用者が公 

正にエネルギーを 選択できるため 近隣のエネルギーを 融通し合える 仕組みとそれを 支える情報 

ネットワークの 整備が今後非常に 重要となってくるのであ る。 こうした制度的な 取り組みと 新 

たな社会基盤を 充実させて い くことが環境を 保全しながら 持続可能な成長のためのエネルギー 

、 ンステムの構築の 課題であ る。 

一 149 一 



4. エネルギーを 高 効率で利用できる 社会の構築 
人間の諸活動における ェ ネルギ一の消費を 火力発電所の 電力供給を例に 利用効率を調べたと 

ころ、 実に投入された 金ェネルギ一の 約 60% が損なわれている。 最近の 20 年間の熱効率は 約 

1% 程度の漸増の 改善に上っているのが 実情であ る。 この現象の解釈は 単純な問題ではないが、 

大規模な供給と 利用のシステムに 一つの原因を 掲げることができる。 大規模集中型のシステム 

に見られる欠陥はすでにおおむね 合意ができている。 効率を考える 限り集中から 分散へという 

時勢の流れに 逆らうことは 難しい。 かちん、 電力供給も例覚ではない。 

例えば生活者が 家庭内で使用する 電力は光りや 熱に多くを占め、 必ずしも質の 高 いェ ネルギ 

一 が必要であ るとは限らない。 むしろ質の高い 電力は公共性の 高 い 情報通信や産業のために 用 

いられた方が 望ましい。 未利用自然エネルギーを 利用する視点で 評価すると、 大都市や生産 現 

場などの大規模なシステムには 適していないが、 適切な規模でそれを 利用する場合には、 運用 

上も ェ ネルギ一の価格としても 特に問題となることはないとの 結論を得ている。 

一方、 科学技術政策の 立場からは、 多極分散型国土の 形成及び生活者の 視点に基づく 豊かさ 

の実現を追求するための 地域科学技術の 重要性が指摘されている。 地域における 科学技術基盤 

を 確立することは、 産業基盤形成に 資することのほか、 規模の経済を 前提としない 地域分散型 

の 産業の成立を 導くものと理解できる。 これは同時に 生活の質の向上を 画一的に推し 進めるも 

のではなく、 地域特性に見合う 、 よ り生活者の立場に 立った政策を 展開することができるため 

でもあ る。 

以上を前提に、 将来の ェ ネルギ一環境の 変化が穏やかに 進行し 、 我々のライフスタイルも 徐々 

に変貌を遂るとの 想定のもとに 未利用自然エネルギー 利用の技術開発及びその 技術の普及がな 

されるケースにおいて、 温室効果ガスの 低減に着目し、 その経済的な 効果について 予測した 
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表 2  未利用自然エネルギー 利用に よ る経済効果予測 

19 卵年 20 ㏄年 2010 年 2030 年 2050 年 

( 実紋 )  (%)*  (%)*  (%) (%) 

(%) 

新工 ネルギ一等 *,  1.3 3.0 5.3     20 

水力， ， 4.2 3.7 3.7     

備が 2010 年～ 2030 年にほぼ完成するこ 

とを前提条件とした。 

現在の社会的生存形態を 維持してい 

くという観点からは 未利用自然エネル 
ギ 一のもっ ェ ネルギ一の特性および 現 

在予測されている 科学技術から 見て、 

民生エネルギー 需要の 40 ～ 60% 程度の 

地熱 0 ・ 1 0 ・ 3 0.9     

( 原子力 ) (9.4) (13.3) (16.9) (25) (25) 

非化石工ネルギー 5.6 7.0 9.9     

』 、 さサ (15.0)@ (20.3)@ (26.8)@ (40)@ (50) 

経済効果が 7.100@ 14,000@ 31,000@ 89,000@ 240,000 
( 億円 ) 

*  :% 台エネルギー 調査会長期エネルギ 一缶 拾 見通し ( 平成 2 年 10 月 ) による。 

*2: 折 エネルギー等には、 国内における 大隈、 風力、 パイオマスエネルギ 一等の新エネルギー 

および未利用エネルギ 一の有効利用分のほか、 水素利用国際クリーンエネルギー 

・ンステム技術 (WE,NET) による海外水力、 太 隠 、 風力、 地熱寺のクリーンエネルギー 導入 分 

を 含んでいる。 

供給は可能であ ると見積られる。 この *3:@Hill@lt-@fc*@@(:@t@i@<>@oT*@I)                           

場合、 従来の巨大なエネルギー 供給、 ン 
*4: 経済効果は庶子力利用を 除く非化石工ネルギー 利用による C02 排出Ⅰ低減により 予測される 

tt 会俺用 削減分を経済的効果として 記した。 

ステムが中小規模のシステムに 分解さ 

れ、 集中処理が近隣で 分散処理される よう になるため、 きめ細かい運用が 可能となり、 その 効 

用は大幅に向上すると 思われる。 また、 今まで隠れていた 環境に対する 外部不経済といった 社 
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全的側面も明らかになることによって、 生活者の意識も 大きく変わるものと 予測される。 今後 

は産業系科学技術の 視点からは解決できなかったエネルギー 供給システムの 仕組みを利用者の 

論理で変革してこそ 様々なエネルギー 技術が広く普及し 、 新たな社会の 構築が実現していくも 

のと考えられる。 

このような観点から、 今後のエネルギーを 高 効率で利用するための 社会を支援する 科学技術 

は、 それをいかにきめ 細かく制御して、 効果を高めていくかが 重要になる。 そのためには、 国 

が 中心となってエネルギー 情報のデータベース 等の公共財的性格を 有する新たな 社会資本を 、 

今後のマルチメディア 化の 

進展も考慮しつつ、 関係 機 笘迂 セン ク - 

関 との協力のもとに 整備し 
  

積極的な情報発信に 努めな ｜   
ければならない。 このため、                       

未利用自然エネルギ 一の 田存 Ⅰ 
に 曲する一次 億担                   

未利用自然 ェ ネルギ一の賦存Ⅰ 

に Ⅱする二次竹杖                           
        

未利用自然 ェ ネルギ一関連         アウトプ ノト アーク ( 一次 冊報 処理 )         
    
      

      未利用自れエネルギ ( 二次竹杖処理 ) 一の利用可能 放値 算出               情報の総合的なデータベー                                                                                           各地 坤 での未利用吉 桂 エネルギ - の分布表示       
              
      [ 未利用自然エネルギー 田存 Ⅰ・分布テーク l     

    特定地域での 利用可能士によるテーク 表示         
  : 仮数エネルギ 一の同一画面でのデータ 表示         牧杖エネルギ 一の経時経年文化の 表示 と     

等 エネルギー研究開発に 関 
    利用可能エネルギ 一の平均出力表示     
            

する情報基盤の 整備を推進 

  
木 

することが急務であ ると 考         
  

える。 
全国都道府県市町打 各未利用自然エネルギー 

これを念頭におき、 地域 政府内 係抜明 利用 枝 Ⅱによる 地坦 特性 システムの 棚集と 

"" 研 "" 、 民 " にあ った利用開発計画の 

での未利用自然エネルギー 
への 億担健供 立案 

  
0 分布、 賦存星、 周期性な 

どの特性を把握し、 地域 産 
図 2 未利用自然エネルギー 利用に関する ，情報ネットワーク 

業 、 民生からのニーズを 踏まえた最適な 利用システムの 構成を推奨できる 機関 ( 未利用自然 エ 

ネルギー観測センター ( 仮称 ) )  ( 図 2) を設置することが 提案できる。 

5. まとめ 

未利用自然 ェ ネルギ一の利用における 開発と普及の 問題点においてはこれらの ェ ネルギ一の 

導入に際してのコストの 高さと現状の 制度上の弱さが 指摘される。 

こうした問題点の 解決策としては、 中長期的展望に 立った、 技術的、 経済的かつ制度的 ( 政 

府に 26 促進政策 ) の改革と利用者側における 民生用としての 利用、 新たな社会基盤の 導入に 

対する関心の 高まりの必要性が 挙げられる。 

従来のエネルギー 供給、 ンステム と 未利用自然エネルギーを 組み合わせた 複合システムの 研究 

においては、 地域での適切な 複合利用においてコスト 的には十分可能であ り、 市場メカニズム 

が 機能することが 示唆されており、 今後はさらに 社会的受容性を 高め、 経済軸の左側へのシフ 

トを促進することに 努め、 利用する側のニーズに 的確に対応できる 多様性のあ る技術の提供と 

普及を推進する 仕組み作りが 必要となる。 
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仝後、 人間の生存環境の 変化にっれ 

を指向するライフスタイルに 移行する 

活動から、 価値あ る人工物の創造や 

他者と個性的、 独創的に関わり 合 う 

ことに移っていくものと 考えられる。 

しかし、 大半の生活者や 民間企業に、 

自主的な変貌を 期待することは 難し 

い。 すな ね ち、 効果的な転換を 図る 

には、 生活者や企業の 利益が社会の 

利益と合致するような 枠組みを提示 

することが重要であ る。 

て、 人々の意識が 変わり次第に 効率的なエネルギー 利用 

ものと思われる。 そして生活者の 関心は、 消費のための 

  
「生活社会系群生技術 1  "": Ⅰ [ 産業系科学技術 ] 

性
 

ム
 %
 

社
 

  
ェ ネルギ一環境が 変化して い く 上 大 

で、 エネルギー利用を 高効率で実現して い く社会の構築には 今後の ニ 、 三十年が最も 肝心な期 

間 と考えられる。 そのためには 社会システムを 支えていくための 新しい思想、 制度、 方法を柔 

軟に取り入れた 新たな社会資本の 整備が急務であ り、 再生可能な未利用自然エネルギー 利用の 

ための情報基盤の 整備が必須であ る。 
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